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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回　　　　　次
第38期

第２四半期連結
累計期間

第38期
第２四半期連結
会計期間

第37期

会　計　期　間
自　平成21年３月１日
至　平成21年８月31日

自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日

自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日

売上高 (千円) 19,506,051 9,592,825 39,709,867

経常利益 (千円) 691,758 329,830 1,942,962

四半期(当期)純利益 (千円) 319,089 160,428 1,069,779

純資産額 (千円) ― 16,170,966 16,027,781

総資産額 (千円) ― 29,452,728 29,893,251

１株当たり純資産額 (円) ― 1,114.55 1,105.66

１株当たり四半期(当期)純利
益

(円) 22.07 11.10 73.98

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 54.7 53.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 472,135 ― 2,670,081

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,101,886 ― △1,639,017

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △6,197 ― △524,746

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,454,961 4,090,909

従業員数 (名) ― 4,708 4,663

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 4,708

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年８月31日現在

従業員数(名) 3,700

(注) 従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第２四半期連結会計期間末日現在実施中の業務別

契約件数は、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 契約件数(件)

(セキュリティ事業) 　

常駐警備 802

機械警備 66,036

運輸警備 2,449

小計 69,287

(その他の事業) 329

合計 69,616

　

(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における事業の種類別ごとの業務別販売実績は、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

(セキュリティ事業) 　

常駐警備 5,041,633

機械警備 3,127,105

運輸警備 673,195

工事・機器販売 586,657

小計 9,428,591

(その他の事業) 164,233

合計 9,592,825

　　(注) １　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　　２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　
相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

　東日本旅客?道㈱ 1,069,602 11.2

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

(1)業務提携基本契約

契約会社名 相手方の名称 契約の名称 契約内容 契約期間

セントラル警備保

障株式会社(当社)

東日本旅客鉄

 道株式会社

 (ＪＲ東日本)

業務提携基本

契約書

当社との資本提携及びＪＲ東日本

グループに対する警備サービスの

提供に関する業務提携（対価：物

件ごとの個別警備契約書による）。

平成９年12月18日締

結、以後1年ごとの自

動更新
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４ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1)業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年から続く世界的な金融市場の混乱による影

響がまだ残る中で景気の後退には一部下げ止まりの動きが見られるものの、依然として多くの企業で

収益は大幅に減少し、それに伴う設備投資の抑制や雇用情勢の悪化など、厳しい状況が続いておりま

す。

当警備業界におきましては、近年の犯罪の多様化、凶悪化を背景に、さまざまなセキュリティニーズ

が引続き高いものの、企業の業績低迷によるコスト削減に加え、受注競争が激化するなど、厳しい環境

に置かれております。

このような状況の中、当社グループは平成21年３月よりスタートした新中期経営計画「ＣＳＰ

ニューパワーアップ計画」に基づき、お客さま価値を創造し、ソリューション型営業力を強化するた

め、営業組織の改変や、お客さまニーズを取り込んだ新サービスの開発などを通じて、より高品質な警

備サービスの提供とＣＳＰブランドの向上に努めてまいりました。

その結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの業績は、売上高は95億９千２百万円と

なりました。利益面につきましては、労務費の増加などにより営業利益は２億５千７百万円、経常利益

は３億２千９百万円となり、四半期純利益は１億６千万円となりました。

事業部門別の業績は次のとおりであります。

(セキュリティ事業）

常駐警備部門につきましては、警備体制の見直しによる縮小・解約の動きが落ち着いたこともあり、

予想していた売上は達成できたものの、臨時警備などが前期実績を下回ったため、売上高は50億４千１

百万円に留まりました。

機械警備部門につきましては、厳しい企業間競争の中、解約防止と売上増に努めた結果、売上高は31

億２千７百万円となりました。

運輸警備部門につきましては、集配金サービスが堅調に推移したこともあり、売上高は６億７千３百

万円となりました。

工事・機器販売部門につきましては、不景気に伴うデベロッパー、ハウスメーカーなどの不振から、

下期以降への繰り越しが多く、売上高は５億８千６百万円となりました。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間のセキュリティ事業の売上高は94億２千８百万円となり

ました。

(その他の事業)

その他の事業につきましては清掃業務や電気設備の保安業務等の建物総合管理サービスを中心に事

業を行っております。当第２四半期連結会計期間の売上高は１億６千４百万円となりました。
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(2)財政状況の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ４億４千万円減少し、294億５千

２百万円（前連結会計年度末比1.5％減）となりました。その主な内容は、現金及び預金の減少６億２

千８百万円、受取手形及び売掛金の減少２億３千９百万円、未収警備料の減少１億円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ５億８千３百万円減少し、132億８千１百万円（同4.2％減）となり

ました。その主な内容は、未払費用の減少２億６千８百万円、未払法人税等の減少２億８千１百万円な

どによるものです。

純資産は、利益剰余金の増加１億１千６百万円などにより、前連結会計年度末に比べ１億４千３百万

円増加し、161億７千万円（同0.9％増）となりました。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の変動状況は、次の

通りであり、当第１四半期連結会計期間末に比べ12億円減少して、34億５千４百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは全体で５億６千２百万円の減少となりました。資金の主な増

加要因は、税金等調整前四半期純利益３億１百万円などであります。これに対し資金の主な減少要因

は、賞与引当金の減少額６億１千９百万円、未払費用の減少額４億２千６百万円などであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは全体で５億６千７百万円の減少となりました。その主な内容

は、有価証券の取得による支出３億円、有形固定資産の取得による支出２億４千１百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは全体で７千万円の減少となりました。資金の主な減少要因は、

長期借入金の返済による支出７千万円であります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第２四半期連結会計期間において、当社グループにおける研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中の重要な設備の新設、除

去等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。また、新たに確定した重要な設備

の新設、拡充、改修、除去、売却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年８月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年10月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,816,692 14,816,692
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 14,816,692 14,816,692 ― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。
　

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月１日～
平成21年８月31日

― 14,816,692 ― 2,924,000 ― 2,781,500
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(5) 【大株主の状況】

  平成21年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 渋谷区代々木二丁目２番２号 3,704 25.0

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社

中央区晴海一丁目８番11号 871 5.9

株式会社もしもしホットライン 渋谷区代々木二丁目６番５号 726 4.9

セントラル警備保障社員持株会
新宿区西新宿二丁目４番１号
新宿NSビル

545 3.7

三井物産株式会社
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

千代田区大手町一丁目２番１号
(千代田区大手町一丁目２番１号
三井物産株式会社内)

445 3.0

住友商事株式会社 中央区晴海一丁目８番11号 362 2.4

株式会社三井住友銀行 千代田区有楽町一丁目１番２号 310 2.1

株式会社みずほ銀行
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

千代田区内幸町一丁目１番５号
(中央区日本橋茅場町一丁目２番４号)

303 2.0

セントラルセキュリティリーグ持
株会

新宿区西新宿二丁目４番１号 
新宿NSビル

287 1.9

東洋テック株式会社 大阪府大阪市浪速区桜川一丁目７番18号 229 1.6

計 ― 7,787 52.6

(注)　１　所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。

２　上記の所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　343千株

３　当社は、自己株式358千株を所有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されているため、上記の大

株主から除いております。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成21年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）

― ―
普通株式 358,300

（相互保有株式）

普通株式 15,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 14,408,000 144,080 ―

単元未満株式 普通株式 34,592 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 　 14,816,692― ―

総株主の議決権 ― 144,080 ―

(注) １　「単元未満株式」には当社所有の自己株式18株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)、「単元未満株式数」に

は、同名義の株式が71株含まれております。
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② 【自己株式等】

平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
セントラル警備保障株式会社

東京都新宿区西新宿
二丁目４番１号
新宿NSビル

358,300 ― 358,300 2.4

（相互保有株式）
株式会社トーノーセキュリティ

岐阜県多治見市
上野町五丁目
38番１号

15,800 ― 15,800 0.1

計 ― 374,100 ― 374,100 2.5

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 857 850 828 1,020 985 998

最低(円) 769 799 783 811 898 926

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりでありま

す。

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
常務執行役員

営業本部 副本部長
兼営業統括部長

取締役
常務執行役員

営業本部 副本部長
兼営業統括部長

兼金融物流ソリューション営業部長

小澤　駿介 平成21年９月１日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成21年６月１

日から平成21年８月31日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年８月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,605,157 8,233,736

受取手形及び売掛金 401,974 641,330

未収警備料 3,122,585 3,223,480

有価証券 300,000 －

貯蔵品 958,876 986,889

その他 1,487,503 1,396,896

貸倒引当金 △13,151 △13,576

流動資産合計 13,862,945 14,468,756

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,142,605 4,152,384

減価償却累計額 △1,692,670 △1,634,804

建物及び構築物（純額） 2,449,935 2,517,580

警報機器及び運搬具 10,197,765 9,814,421

減価償却累計額 △7,291,011 △7,061,470

警報機器及び運搬具（純額） 2,906,753 2,752,951

その他 2,464,185 2,579,232

減価償却累計額 △746,534 △830,961

その他（純額） 1,717,650 1,748,271

有形固定資産合計 7,074,340 7,018,802

無形固定資産 644,026 696,537

投資その他の資産

投資有価証券 4,680,674 4,597,897

その他 3,226,194 3,146,149

貸倒引当金 △35,452 △34,892

投資その他の資産合計 7,871,416 7,709,154

固定資産合計 15,589,782 15,424,494

資産合計 29,452,728 29,893,251
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

買掛金 968,672 1,053,138

短期借入金 1,141,793 875,000

未払法人税等 192,698 473,926

前受警備料 305,573 290,554

預り金 3,879,794 3,809,937

賞与引当金 849,388 828,798

役員賞与引当金 20,900 42,600

その他 2,273,351 2,769,615

流動負債合計 9,632,173 10,143,570

固定負債

長期借入金 1,540,000 1,610,000

退職給付引当金 159,580 151,006

役員退職慰労引当金 9,128 8,216

その他 1,940,880 1,952,677

固定負債合計 3,649,588 3,721,899

負債合計 13,281,762 13,865,470

純資産の部

株主資本

資本金 2,924,000 2,924,000

資本剰余金 2,784,163 2,784,162

利益剰余金 8,807,475 8,690,812

自己株式 △328,082 △327,517

株主資本合計 14,187,556 14,071,457

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,942,198 1,931,195

繰延ヘッジ損益 △15,201 △15,806

評価・換算差額等合計 1,926,997 1,915,388

少数株主持分 56,413 40,935

純資産合計 16,170,966 16,027,781

負債純資産合計 29,452,728 29,893,251

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

13/21



(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 19,506,051

売上原価 15,469,982

売上総利益 4,036,069

販売費及び一般管理費

役員報酬 153,735

給料及び手当 1,170,159

賞与 98,302

賞与引当金繰入額 179,640

役員賞与引当金繰入額 20,624

退職給付費用 22,867

その他 1,799,168

販売費及び一般管理費合計 3,444,499

営業利益 591,570

営業外収益

受取利息 10,292

受取配当金 78,865

その他 44,862

営業外収益合計 134,020

営業外費用

支払利息 31,515

その他 2,317

営業外費用合計 33,832

経常利益 691,758

特別利益

前期損益修正益 15

貸倒引当金戻入額 422

特別利益合計 437

特別損失

前期損益修正損 13,055

固定資産除却損 55,086

その他 560

特別損失合計 68,702

税金等調整前四半期純利益 623,493

法人税、住民税及び事業税 171,373

法人税等調整額 117,302

法人税等合計 288,676

少数株主利益 15,726

四半期純利益 319,089
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

売上高 9,592,825

売上原価 7,616,246

売上総利益 1,976,578

販売費及び一般管理費

役員報酬 73,532

給料及び手当 585,853

賞与 19,788

賞与引当金繰入額 135,751

役員賞与引当金繰入額 10,624

退職給付費用 12,030

その他 881,554

販売費及び一般管理費合計 1,719,135

営業利益 257,442

営業外収益

受取利息 5,583

受取配当金 63,705

その他 20,502

営業外収益合計 89,791

営業外費用

支払利息 15,736

その他 1,667

営業外費用合計 17,404

経常利益 329,830

特別利益

貸倒引当金戻入額 23

特別利益合計 23

特別損失

前期損益修正損 4,361

固定資産除却損 24,131

特別損失合計 28,493

税金等調整前四半期純利益 301,360

法人税、住民税及び事業税 △211,041

法人税等調整額 347,918

法人税等合計 136,877

少数株主利益 4,054

四半期純利益 160,428
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 623,493

減価償却費 611,450

固定資産除却損 55,086

前払年金費用の増減額（△は増加） △91,911

賞与引当金の増減額（△は減少） 20,590

受取利息及び受取配当金 △89,157

支払利息 31,515

売上債権の増減額（△は増加） 340,251

たな卸資産の増減額（△は増加） 28,012

仕入債務の増減額（△は減少） △84,466

未払費用の増減額（△は減少） △268,605

その他 △308,499

小計 867,759

利息及び配当金の受取額 89,157

利息の支払額 △32,180

法人税等の支払額 △452,601

営業活動によるキャッシュ・フロー 472,135

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △8,580

有価証券の取得による支出 △300,000

有形固定資産の取得による支出 △622,709

無形固定資産の取得による支出 △113,781

投資有価証券の取得による支出 △66,817

その他 10,001

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,101,886

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 266,793

長期借入金の返済による支出 △70,000

配当金の支払額 △202,426

自己株式の取得による支出 △582

自己株式の売却による収入 18

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,197

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △635,948

現金及び現金同等物の期首残高 4,090,909

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,454,961
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第２四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日)

１　会計処理基準に関

　する事項の変更

１　たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

たな卸資産については、従来主として先入先出法による原価法によっておりましたが、第

１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として先入先出法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

なお、これによる損益に与える影響はありません。

　

　

【簡便な会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）
　　　　重要なものはありません。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）
　　　　該当事項はありません。

　

　

【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 至　平成21年８月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係

(平成21年８月31日)　

現金及び預金勘定 7,605,157千円

運輸警備用現金及び預金 △4,112,736　

預入期間が

 ３か月を超える定期預金
△37,460　

現金及び現金同等物 3,454,961　
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 14,816,692

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期連結会計期間末

普通株式(株) 358,318

　

　

３　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月21日
定時株主総会

普通株式 202,426 14.00平成21年２月28日 平成21年５月22日 利益剰余金

　

　(2)基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月８日
取締役会

普通株式 202,417 14.00平成21年８月31日 平成21年10月30日 利益剰余金

　

EDINET提出書類

セントラル警備保障株式会社(E04799)

四半期報告書

18/21



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「セキュリティ事業」の割合が90％を超

えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）及び

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年８月31日）

海外売上高がないため、記載しておりません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末 (平成21年８月31日) 前連結会計年度末 (平成21年２月28日)

1,114.55円 1,105.66円

　

２  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日　至  平成21年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年６月１日　至  平成21年８月31日)

１株当たり四半期純利益 22.07円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益 11.10円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　　　　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成21年３月１日
至  平成21年８月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成21年６月１日
至  平成21年８月31日)

四半期純利益(千円) 319,089 160,428

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 319,089 160,428

期中平均株式数(千株) 14,458 14,458

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年10月７日

セントラル警備保障株式会社

　　　　　　　　取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　手 　塚 　仙 　夫　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

指定有限責任社員 　
公認会計士　　小　島　 洋 太 郎　　㊞

業 務 執 行 社 員　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセン

トラル警備保障株式会社の平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成21年６月１日から平成21年８月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年３月１日から

平成21年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セントラル警備保障株式会社及び連結子会社

の平成21年８月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累

計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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